
























に利用する POS（Point Of Sales）システムが最初に登場したのは、1960 年代のアメリカにおいてである。
　それは、もともとバーコードによる自動認識という技術そのものが、アメリカの科学者 N. Joseph Woodland1 と












をする仕組み、いわゆる Price Look Up の仕組みを有する POS システムが考案された。






































図 1 メーカー、卸、小売がすべて自社コードを使用する際のコード変換処理の一例 
 
 しかし前述のクロガーの実験が成功したことにより、業界の関心は POS による自動チェックアウトに
注がれるようになり、そこに重点を置いた共通商品コードとバーコードシンボルの制定へと流れが明確
になった。 
1969 年、アメリカの食品雑貨メーカーの業界団体である GMA3 と食品チェーン 会 NAFC4が協議し、
製造業と小売業の両者が共通に使える商品コード「inter–industry product code」の検討がなされ、その結
果、UPC（Universal Products Code）が開発された。 
そして1970年には上記の 2団体に加えて、アメリカの食品雑貨流通に関わる4つの業界団体、CFDA5、
NAWGA6、NARGUS7、SMI8が参画し、6 団体の代表による特別委員会「Ad Hoc Committee」が組織され、
UPC の経済的効果について調査・研究が開始された。 
そして、1971 年、特別委員会はグロッサリ業界として UPC の採用を正式に決定し、さらに 1973 年に
はそのバーコードシンボルを決定した。また、その管理団体として、UCC（Uniform Code Council）が設
立された。そして 1974 年には、最初の UPC シンボルが貼られたチューインガムがスキャンされ、UPC
は流通の現場で離陸を始めたのである。 
ちなみに、UPC 技術のベースは Woodland が勤務した IBM 社の提案によるものである。 
この検討プロセスにおいて、UPC は単なる小売業のレジ業務の合理化にとどまらず、メーカー、卸、
小売それぞれの経営戦略に大きな影響を与えうることが認識され、これは大きな副産物であった。 
すなわち、UPC と POS の組み合わせにより、店頭でレジ業務をしているだけで、その裏では自動的
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ーコードシンボルを決定した。また、その管理団体として、UCC（Uniform Code Council）が設立された。そして
1974 年には、最初の UPC シンボルが貼られたチューインガムがスキャンされ、UPC は流通の現場で離陸を始め
たのである。
　ちなみに、UPC 技術のベースは Woodland が勤務した IBM 社の提案によるものである。
　この検討プロセスにおいて、UPC は単なる小売業のレジ業務の合理化にとどまらず、メーカー、卸、小売それ
ぞれの経営戦略に大きな影響を与えうることが認識され、これは大きな副産物であった。
　すなわち、UPC と POS の組み合わせにより、店頭でレジ業務をしているだけで、その裏では自動的に単品の販
売データをリアルタイムで捕捉できるため、そのデータをマーチャンダイジング、マーケティングなどに活用して
いくことが可能である。これは POS のソフトメリットと呼ばれ、後の製配販同盟による SCM9、CPFR10、ECR11、
QR12 へと発展していく契機となった。こうして UPC と POS の普及は、メーカーや卸の立場からも大きなメリッ
トがあることが認識され、メーカーのソースマーキングに対する一つの重要なモチベーションとなったと言える。
　UPC は、12 桁という比較的短いコードである。論理構造も最小限に抑え、商品コードとしてシンプルな構成に






















図 2 ID 機能に徹した共通商品コードによる情報処理の流れ 
 
UPC は、その後、北米の商品コードの標準としてアメリカ・カナダで広く普及することとなった。そ
の理由については、上述の「ID 機能」に徹したことに加えて、Price Waterhouse Coopers の報告書では、










2.2 UPC コードの構造 
 
UPC コードには「A version」、「Add-on version」、「E version」、「D version」が存在するが、ここでは、
最も標準的な A version である「UPC-A」の構成について述べ、考察することとする。 
まず、一般食品や日用雑貨などの商品は、基本的にパッケージにバーコードを印刷してメーカーから
出荷される。これを「ソースマーキング」と呼び、そのコードに対応した価格情報はバーコードには含
まれず、POS のハードディスクに登録されている商品マスターから読み取ることになる。これが Price 
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　UPC コードには「A version」、「Add-on version」、「E version」、「D version」が存在するが、ここでは、最も
標準的な A version である「UPC-A」の構成について述べ、考察することとする。
　まず、一般食品や日用雑貨などの商品は、基本的にパッケージにバーコードを印刷してメーカーから出荷される。
これを「ソースマーキング」と呼び、そのコードに対応した価格情報はバーコードには含まれず、POS のハード






　UPC-A では、先頭の 1 桁に「ナンバーシステムキャラクタ（NS）」が配置され、その値によって複数の構造が
定義されている。その代表例を図 3 に示す。
　最も一般的な一般食品、日用雑貨などのソースマーキング商品については、先頭の NS が “0, 6, 7” であり、続
いてメーカーコード 5 桁、商品アイテムコード 5 桁、チェックデジット 1 桁の計 12 桁で構成されている。なお、
当初、“1,8,9” は未使用（reserved）であったが、後にメーカーコードを 5 桁から 7 桁に、商品アイテムコードを 5
桁から 3 桁に変更した際のソースマーキング商品に使用されるようになった。
　次に NS が “2” の場合は、果物、野菜、肉などのインストアマーキングの計量商品を表し、コードの中に価格情
報が含まれる。








れていて、商品マスターから価格を読み取らない non-PLU タイプ ある。  
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ｿｰｽﾏｰｷﾝｸﾞ 
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クーポン 1 桁 5 桁 3 桁 2 桁 1 桁 
NS=5 メーカーコード ファミリーコード クーポン価格 C/D 
 
図 3 UPC コードの構造 
 
 
図 4 UPC シンボル  
 
3.3 UPC のその後の動態 
 
一方、UPC は先駆者であったが故に、後にヨーロッパから起こった国際化の流れに取り残されること
になった。その契機は、UPC 制定の 4 年後の 1977 年にヨーロッパの共通商品コードとして制定された
EAN（European Article Number）コードとその管理組織としての EAN 協会（European Article Number 
Association）の設立、そして 1978 年の日本の EAN 協会への加盟である。その後も EAN 協会にはヨーロ
ッパ以外の国が続々と加盟し、事実上の国際標準コードの地位を固めていく。 
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Article Number）コードとその管理組織としての EAN 協会（European Article Number Association）の設立、
そして 1978 年の日本の EAN 協会への加盟である。その後も EAN 協会にはヨーロッパ以外の国が続々と加盟し、
事実上の国際標準コードの地位を固めていく。
　UPC と EAN を比べると、まずコード長が UPC は 12 桁であるのに対し、EAN は 13 桁である。さらに、UPC




　その結果、北米で設置されている POS では EAN を読むことはできず、ヨーロッパや日本から北米に商品を輸
出する際は、別途、UPC を取得してソースマーキングするという非効率な状態になっていた。
　しかし、1995 年に WTO が設立され、貿易自由化の流れが加速すると、UCC と EAN という二つの標準化組織
が世界に存在することは、グローバル経済にとって大きな障害となってきた。その結果、1997 年、UCC は EAN
への対応方針を固め、8年間もの準備期間を経て、2005年1月からEANコードが北米のPOSでも読めるようにした。
　ただ、小売業によっては、古いタイプの POS も残存しているため、北米に輸出しようとするメーカーでは、取
引先によっては 12 桁の UPC コードを印刷しなければならない場合もあり、情報インフラの標準の切り替えが、現
実的には極めて困難な作業であることがあらためて実証されたと言える。14
　なお、UCC と EAN の二つの標準の存在は、インターネットのドメイン名のルールとの相似が見て取れる。つ
まりインターネットもまたアメリカが発祥の地であったため、当初、トップレベルドメインには gTLD15 として
「.com」「.net」「.org」などが使用されていたが、後にインターネットが国際化するに伴い、ccTLD16 として、ISO 
3166-1 の 2 文字国コード「.jp（日本）」「.uk（イギリス）」「.fr（フランス）」などが制定された。
　しかし、ドメイン名の場合は、長さに対する制約がなく可変長であったため、gTLD と ccTLD の共存には、ほ
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３．ヨーロッパにおける共通商品コード EAN および日本の JAN コードの成立とその後の動態
3.1　ヨーロッパにおける共通商品コードEANの成立
　1970 年前後、ヨーロッパにおいても、米国と同様、共通商品コードに関して、各国で様々な取り組みが始まっ
ていた。その結果、ドイツでは BAN コード、フランスでは GENCOD などの共通コードが登場してきていた。
　しかし、ヨーロッパは北米とは異なり、国境が土地続きで商品流通の輸出入が常態化しており、そのような状況
においては、一国に閉じた標準を制定しても実用性は乏しい。折しも、1973 年、北米で UPC と UCC が成立した
ことを受け、国境を越えた共通商品コード・シンボルの制定へと向けて動き出した。
　まず 1974 年、フランス、ドイツ、イギリスなどヨーロッパの 12 ケ国 17 のメーカーと流通業者の代表が集まり、
国際チェーンストア協会の発議により、特別協議会が結成され、共通商品コードとその管理組織の検討が開始され
た。そして 3 年間の準備を経て、1977 年には共通コードとして 13 桁の EAN コードが完成し、その維持管理組織
として EAN 協会が設立され、ベルギーに本部が置かれた。
　EAN コードの制定にあたっては、ヨーロッパ各国において存在していたコード、および米国 IBM 社が UPC コ
ードを基本にして提案した世界商品コード WPC（World Product Code）案が比較検討され、最終的には WPC 案
が採用されて EAN と命名された。その結果、EAN と UPC は一定の互換性を確保し、また EAN は UPC の完全
な上位互換性を確保した。すなわち、UPC がついた北米の商品は、ヨーロッパ諸国の POS システムでも読み取り
が可能となった。
　EAN は UPC と比べて、先頭 2 桁に国を識別するための国コードを配置し、その結果、長さが UPC よりも 1 桁
長い 13 桁になったが、それ以外の要素については、ほぼ UPC の構造を踏襲しており、この二つのコードにより、
世界中が共通商品コードという流通情報の基盤を獲得したことの意義は大きい。
　1976 年には、小さい商品にマーキングするための 8 桁の短縮コードが制定されている。
　EAN は、それまでのヨーロッパ各国の固有のコードとは異なる規格であったが、それらのコードが普及する前に、
新しいヨーロッパ全域の共通商品コードとして制定されたため、旧コードを捨てて EAN に移行することができた。
一方、後述するように、UPC は、ほぼ全米に広く普及してから EAN への統合を図ろうとしたため、多くの困難
に直面した。
　このように標準化が成功するか否かは、そのタイミングが非常に重要である。
　こうして EAN 協会は、1977 年にヨーロッパ 12 ヶ国でスタートしたが、78 年には日本、79 年にはオーストラリ
ア、82 年には南アフリカ、85 年にはアルゼンチンとブラジルが相次いで加盟した結果、北米を除く世界のすべて
の大陸から加盟があったことになり、実質上の国際標準化機関の地位を獲得した。
　その後も加盟は増え続け、1991 年には国際 EAN 協会（EAN international）と改名し、組織を大幅に改組し、
国際機関にふさわしい体制へと脱皮した。
　2002 年の統計によると、北米を除く世界の 97 のコード管理機関が加盟し、ユーザーメンバー企業は 65 万社に
達している。18



















　そして 1977 年に制定された EAN コードと互換性を確保する形で、1978 年「JIS B 9550 共通商品コード用バー








　EAN/JAN コードは 13 桁の標準型と 8 桁の短縮型の 2 種類が存在するが、ここでは流通の中心となる 13 桁の標
準型について述べる。その構成を図 6 に示す。
　先頭 2 桁は EAN ではプリフィックスと呼ばれ、ソースマーキングにおいては国コードを表すと共に、北米の
UPC との互換性確保のために使用される。あるいはインストアマーキングやクーポンなどの分類を示すためにも
使用される。この部分については、国コードの割当てを含めて、EAN が管理している。従って、日本は、当初、
EAN から国コード「49」の割当てを受け、それを JAN の先頭 2 桁に使用している。
　なお、国コードは原産国を表すのではなく、商品の供給責任者が所在する国を表している。






　このように EAN/JAN もまた、UPC 同様、ID 機能に徹したシンプルなコードとなっている。国コード、メーカ
ーコード、商品アイテムコードという区分は商品の属性ではなく、世界で同じコードが二つと無いようにするため
の管理を [EAN －各国の流通コードセンター－当該企業 ] という 3 階層に分散させ、効率的に実施する目的で設定
されているのである。
　この考え方もまた、インターネットの IP アドレスの分散管理の仕組みと似ている。IP アドレスもまた世界でユ
ニークでなければならず、その管理の頂点には民間の非営利組織 ICANN20 があり、以下、階層を順に下ると「地
域インターネットレジストリ」（RIR21）－「国別インターネットレジストリ」（NIR22）－「ローカルインターネッ
トレジストリ（LIR23）があり、4 階層で分散管理されている。例えば、奈良産業大学であれば、[ICANN － APNIC（ア
ジア太平洋地域）－ JPNIC（日本ネットワークインフォメーションセンター）－ソフトバンクテレコム株式会社 ]






として「流通コードセンター（Distribution Code Center）」が設置される。 
そして 1977 年に制定された EAN コードと互換性を確保する形で、1978 年「JIS B 9550 共通商品コー
ド用バーコードシンボル」19が制定され、ここに共通商品コードとしての JAN（Japan Article Number）
コードが誕生した。また同年、流開は、通産省の支援を得て、ヨーロッパ以外の初めての国として EAN
協会に加盟し、日本国内において JAN コードの登録業務を開始した。 
日本の戦略として、一国に閉じた標準をつくらず、UPC を横目に見ながら、国際色の強い EAN と共
同歩調をとったことは、日本にとっても、また EAN にとっても、幸運な選択であったと言えよう。 
 
3.3 EAN/JAN の構造 
 
次に EAN/JAN コードの構造を見ていく。 
EAN/JAN コードは 13 桁の標準型と 8 桁の短縮型の 2 種類が存在するが、ここでは流通の中心となる
13 桁の標準型について述べる。その構成を図 6 に示す。 
 
 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 
EAN 2 桁 5 桁 5 桁 1 桁 
国コード メーカーコード 商品アイテムコード C/D 
JAN 2 桁 5 桁 5 桁 1 桁 
国コード メーカーコード 商品アイテムコード C/D 
 
図 6 EAN および JAN の 13 桁ソースマーキングコードの構造 
 
先頭 2 桁は EAN ではプリフィックスと呼ばれ、ソースマーキングにおいては国コードを表すと共に、
北米の UPC との互換性確保のために使用される。あるいはインストアマーキングやクーポンなどの分
類を示すためにも使用される。この部分につ ては、国コードの割当てを含めて、EAN が管理している。
従って、日本は、当初、EAN から国コード「49」の割当てを受け、それを JAN の先頭 2 桁に使用して
いる。 
なお、国コードは原産国を表すのではなく、商品の供給責任者が所在す 国を表している。 






このように EAN/JAN もまた、UPC 同様、ID 機能に徹したシンプルなコードとなっている。国コード、
メーカーコード、商品アイテムコードという区分は商品の属性ではなく、世界で同じコードが二つと無
いようにするための管理を[EAN－各国の流通コードセンター－当該企業]という 3 階層 分散させ、効
率的に実施する目的で設定されているのである。 





ョンセンター）－ソフトバンクテレコム株式会社]という 4 階層により IPv4 のグローバルアドレスの割
当てを受けている。この分散管理により、インターネットに接続される世界中のすべての情報機器の IP
アドレスをユニークにするという大掛かりな作業を、合 的に実施している。これらと EAN との類似
性は興味深い。 
                                                               
19 後に、JIS X 0501 と改名される。 
20 The Internet Corporation for Assigned Names and Numbers 
21 Regional Internet egistry 
22 National Internet Registry 
23 Local Internet Registry 
商品コードの標準化とその後の動態に関する考察　　－UPC、EAN、JAN、GTIN を巡って－ 47
3.4　EAN/JANのその後の動態


















　そして、実際、1991 年には商品メーカーコードの登録数が 5 万を超えたため、日本の商品コードセンターは、
EAN に対して、二つ目の国コードを申請し、その結果「45」という新たな国コードを 1992 年に取得している。
　すると、これらの問題は他の先進国でも発生し、その結果、今度は国コードが枯渇してきた。もともと 2 桁とい












3.4 EAN/JAN のその後の動態 
 
EAN/JAN のメーカーコードと商品アイテムコードの桁数は、共に UPC と同じ 5 桁に設定されたが、

















そして、実際、1991 年には商品メーカーコードの登録数が 5 万を超えたため、日本の商品コードセン
ターは、EAN に対して、二つ目の国コードを申請し、その結果「45」という新たな国コードを 1992 年
に取得している。 
すると、これらの問題は他の先進国でも発生し、その結果、今度は国コードが枯渇してきた。もとも




そこで、EAN では、1982 年以降、新たに加入する国については、3 桁の国コードを割り当てることに
なった。これにより国コードの枯渇の心配はなくなった。従来、2 桁の国コードを取得していた国、た
とえば日本では、「490」～「499」および「450」～「459」がプレフィックスとしての国コードという
ことになる。これによりメーカーコードは 4 桁 なった。 
しかしその後、やはりメーカーコードの不足が懸念されたため、1998 年にはさらに改定を発表し、国
コードを含むメーカーコードを 9 桁、商品アイテムコードを 3 桁とし、2000 年末までに従うよう勧告が
出された。 
 
 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 
EAN 
～1981 
2 桁 5 桁 5 桁 1 桁 
ﾌﾟﾘﾌｨｯｸｽ メーカーコード 商品アイテムコード C/D 
EAN 
～2000 
3 桁 4 桁 5 桁 1 桁 
ﾌﾟﾘﾌｨｯｸｽ メーカーコード 商品アイテムコードコード C/D 
EAN 
2001～ 
   9 桁 3 桁 1 桁 
国コード(2 or 3 桁) + メーカーコード 商品アイテムコード C/D 
 
図 7 EAN コードの構造の変遷 
日本もこの勧告に従い、2001 年 1 月以降の新規登録分より、従来の 5 桁を 7 桁に拡張することにした。
その際の先頭の国コードは「45」となり、それに続いてメーカーコードが 7 桁、つまり国コードを合わ
せて 9 桁となり、その結果、商品アイテムコードは 3 桁となった。 
これにより登録可能なメーカーコード数は 1 千万社まで増えたが、逆に、商品アイテムコードが 5 桁
から 3 桁に短くなったため、一つのメーカーコードに対して、割当可能な商品アイテムコードは 1000
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含むメーカーコードを 9 桁、商品アイテムコードを 3 桁とし、2000 年末までに従うよう勧告が出された。
　日本もこの勧告に従い、2001 年 1 月以降の新規登録分より、従来の 5 桁を 7 桁に拡張することにした。その際
の先頭の国コードは「45」となり、それに続いてメーカーコードが 7 桁、つまり国コードを合わせて 9 桁となり、
その結果、商品アイテムコードは 3 桁となった。











　1978 年に JAN コードが制定され、その後、メーカーコードの不足の懸念から、1991 年には新たに「45」の国コ











 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 
JAN 
～2000 
2 桁 5 桁 5 桁 1 桁 
国コード 49 JAN 企業コード 商品アイテムコード C/D 
JAN 
2001～ 
2 桁 7 桁 3 桁 1 桁 
国コード 45 JAN 企業コード 商品アイテムコード C/D 
 
図 8 JAN コードの構造の変遷 
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 1978 年に JAN コードが制定され、その後、メーカーコードの不足の懸念から、1991 年には新たに「45」













 特に、欧米では、POS 導入の目的が、小売業のレジ業務の迅速化、正確化、自動化という POS のハ
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なると思われる。従って、もう一度、JAN コード制定時点に話を戻して、その状況を考察してみる。




























JAN メーカーコードの登録は 1978 年から開始されたが、4 年経った 1982 年においても、POS 導入店舗数は 96 店、
POS 導入台数は 406 台、JAN メーカーコード登録累計企業数は 217 社と、惨憺たる有様であった。
























　その結果、1983 年には JAN メーカーコード登録企業数は一気に増加し、対前年比 8 倍の 1744 社となった。ま
た翌年以降も、5,231 社、11,016 社と倍々ゲームで伸びていった。
　なお、1983 年当時のセブン－イレブン店舗内商品のソースマーキング率は約 80% に達した。わずか一年余りで
ここまでに至った裏では、壮絶な苦労があったと推察される。
　さらに、1985 年には鈴木氏は親会社であるスーパーのイトーヨーカ堂の社長となり、今度は、イトーヨーカ堂






 その結果、1983 年には JAN メーカーコード登録企業数は一気に増加し、対前年比 8 倍の 1744 社とな




ヨーカ堂の全店に POS 導入を決定する。続いて、1987 年にはダイエー、1988 年にはローソン、1990 年






図 10 大手コンビニ、スーパーの全店 POS 導入とメーカーコード登録件数の推移(「2010～2011 流通
情報システム化の動向」のデータに基づき作成) 
 
 さらに、セブン－イレブンは、1987 年には東京電力と共同で JAN コードが印刷された支払い票によ
る収納代行をスタートさせ、またコンビニで書籍を取り扱うようになると、書籍に対してバーコードに








て JAN コードがマーキングされていることが必須となっている。これは Amazon の巨大な物流システム
を効率化に運用していくためには、随所で JAN コードによるオペレーションが不可欠である、というこ
とを意味している。JAN 企業コードの申請においては、主要取引先企業を記載する欄があるが、近年で
は、そこに Amazon を挙げる事業者が多く、2007 年 1 月以降は常に 1 位となっているということである。
27 
 すなわち、現在においては、JAN コードは、単に店頭の POS で読み取るだけのものではなく、まさ
                                                               
26 流通とシステム No.92/1997、29 ページ 「POS システム普及の足跡」より 








　さらに、セブン－イレブンは、1987 年には東京電力と共同で JAN コードが印刷された支払い票による収納代行
をスタートさせ、またコンビニで書籍を取り扱うようになると、書籍に対してバーコードによるソースマーキング








JAN コードがマーキングされていることが必須となっている。これは Amazon の巨大な物流システムを効率化に
運用していくためには、随所で JAN コードによるオペレーションが不可欠である、ということを意味している。
JAN 企業コードの申請においては、主要取引先企業を記載する欄があるが、近年では、そこに Amazon を挙げる
事業者が多く、2007 年 1 月以降は常に 1 位となっているということである。27
　すなわち、現在においては、JAN コードは、単に店頭の POS で読み取るだけのものではなく、まさに流通のイ
ンフラになったと言えるだろう。






　なお、流開では、「JAN 型 POS システム導入実態調査」を 2009 年まで毎年実施している。それによると、2009









日本 ソースマーキングと POS を離陸させた最大の立役者として歴史に刻まれることは間違いない。 
なお、流開では、「JAN 型 POS システム導入実態調査」を 2009 年まで毎年実施している。それによ










図 12 JAN 型 POS システム導入台数の推移（2009 年度実態調査報告書のデータに基づき作成） 
 
５．GS1 の設立と GTIN 
 
EAN 協会が、国際化の進展に伴い、1991 年に国際 EAN 協会（EAN International）へと改組したこと
は先に述べたが、北米との融合が課題として残っていた。これを解決すべく、1987 年に両組織は UCC・
EAN 共同化計画（UCC・EAN Alliance Program）を策定し、融合化に向けての作業に入った。 
そして十年後の 1997 年の EAN 総会において「Sunrise 2005」なる声明が発表された。その内容は、2005
年 1 月 1 日までに北米でも EAN13 桁を受け入れるべく、UCC は国内 PR 活動を開始する、そして UPC
シンボルも同時期までに、現在の 12 桁から 13 桁に移行し、その際、従来 1 桁の NS を 2 桁とし、00～
13」を使用する、さらに将来的にはすべてのコードを統合するために GTIN（Global Trade Item Number）
を制定、推進していくというものであった。 
1998 年には双方の商品コード体系の調整に入り、1999 年に共通仕様書(General UCC/EAN Specification)
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そして十年後の 1997 年の EAN 総会において「Sunrise 2005」なる声明が発表された。その内容は、2005
年 1 月 1 日までに北米でも EAN13 桁を受け入れるべく、UCC は国内 PR 活動を開始する、そして UPC
シンボルも同時期までに、現在の 12 桁から 13 桁に移行し、その際、従来 1 桁の NS を 2 桁とし、00～
13」を使用する、さらに将来的にはすべてのコードを統合するために GTIN（Global Trade Item Number）
を制定、推進していくというものであった。 
1998 年には双方の商品コード体系の調整に入り、1999 年に共通仕様書(General UCC/EAN Specification)
が発表された。その結果、2000 年には国コードを含むメーカーコードが 7 桁から 9 桁に拡張され、商品
様、引き続き増加の一途をたどっている。
５．GS1 の設立と GTIN
　EAN 協会が、国際化の進展に伴い、1991 年に国際 EAN 協会（EAN International）へと改組したことは先に述
べたが、北米との融合が課題として残っていた。これを解決すべく、1987年に両組織はUCC・EAN共同化計画（UCC・
EAN Alliance Program）を策定し、融合化に向けての作業 入った。
　そして十年後の 1997 年の EAN 総会において「Sunrise 2005」なる声明が発表された。その内容は、2005 年 1
月 1 日までに北米でも EAN13 桁を受け入れるべく、UCC は国内 PR 活動を開始する、そして PC シンボルも同
時期までに、現在の 12 桁から 13 桁に移行し、その際、従来 1 桁の NS を 2 桁とし、00 ～ 13」を使用する、さら
に将来的にはすべてのコードを統合するために GTIN（Global Trade Item Number）を制定、推進していくとい
うものであった。
　1998 年には双方の商品コード体系の調整に入り、1999 年に共通仕様書（General UCC/EAN Specification）が
発表された。その結果、2000 年には国コードを含むメーカーコードが 7 桁から 9 桁に拡張され、商品アイテムコ
ードが 5 桁から 3 桁に縮小された。
　2002 年には、UPC を管理するアメリカの流通コード機関 UCC とカナダの流通コード機関 ECCC28 が国際 EAN
協会に加盟したことで、 同協会は名実ともに世界の流通標準化機関になった。そして 2005 年には、機関名を「GS
１（Global Standard One）」に改称して、再スタートをきっている。日本側の組織も「DCC Japan」から「GS1 
Japan」と名称変更している。
　GS1 設立と同時に、新しい商品コードの概念として GTIN が導入された。GTIN とは、サプライチェーン上に存
在するすべての製品を、すべて 14 桁の商品コードとして一意的に識別するという考え方である。従って、従来か
ら存在していた 13 桁、12 桁、8 桁の商品コードは、先頭に 0 を付して 14 桁の GTIN として取り扱うことになる。
　GTIN が 14 桁になった最大の理由は、これまで EAN が推進してきた種々の流通コードの内、物流段階で集合包
装単位に使用される ITF-14 が最も長く、それが 14 桁であったからである。なお、日本では独自に 16 桁の ITF-16
も併用されていたが、これは GS1（旧 EAN）から見ると例外処理であり、GTIN の対象とはならなかった。29
　こうして、14 桁の ITF、13 桁の EAN/JAN、12 桁の UPC、8 桁の UPC、EAN、JAN が、すべて GTIN という







　すでに、GTIN は、企業間のオンラインデータ交換である EDI や、商品識別以外のさまざまな付加情報を 2 桁





にある。その結果、商品コードとして GTIN、バーコード表示としては GS1-128 の採用が急速に進んでいる。
　日本においても、2006 年に厚生労働省が医薬品の製品特定のために GTIN によるコード体系、GS1-128 による
バーコードや GS1 Data Bar、つまり GS1 標準を用いることとの通知が出され、一気に導入が進んでいる。31
　一方、これまで長く POS システムを使ってきた一般の流通業界においては、13 桁の商品コードを 14 桁に拡張
するのは決して容易なことではない。また場合によっては、POS のハード／ソフトも影響が及ぶ可能性がある。
　そこで、2012 年、この課題にどのように対応すべきかについて、流開で議論がなされた。その結果、現時点で




て通れない問題であり、そのためには GTIN を使用した GS1-128 などは非常に有効な手段となりうる。





　今後は、技術面および政策面の両面から広範な検討がなされる必要があろう。GTIN 以外の GS1 の識別コー
ドである GLN （Global Location Number）、SSCC （Serial Shipping Container Code）、GRAI（Global Returnable 




アイテムコードが 5 桁から 3 桁に縮小された。 
2002 年には、UPC を管理するアメリカの流通コード機関 UCC とカナダの流通コード機関 ECCC28が
国際 EAN 協会に加盟したことで、 同協会は名実ともに世界の流通標準化機関になった。そして 2005
年には、機関名を「GS１（Global Standard One）」に改称して、再スタートをきっている。日本側の組織
も「DCC Japan」から「GS1 Japan」と名称変更している。 
GS1 設立と同時に、新しい商品コードの概念として GTIN が導入された。GTIN とは、サプライチェ
ーン上に存在するすべての製品を、すべて 14 桁の商品コードとして一意的に識別するという考え方で
ある。従って、従来から存在していた 13 桁、12 桁、8 桁の商品コードは、先頭に 0 を付して 14 桁の
GTIN として取り扱うことになる。 
GTIN が 14 桁になった最大の理由は、これまで EAN が推進してきた種々の流通コードの内、物流段
階で集合包装単位に使用される ITF-14 が最も長く、それが 14 桁であったからである。なお、日本では
独自に 16 桁の ITF-16 も併用されていたが、これは GS1（旧 EAN）から見ると例外処理であり、GTIN
の対象とはならなかった。29 
こうして、14 桁の ITF、13 桁の EAN/JAN、12 桁の UPC、8 桁の UPC、EAN、JAN が、すべて GTIN







 GTIN フォーマット 
T1 T2 T3 T4 T5 T6 T7 T8 T9 T10 T11 T12 T13 T14 
GTIN-14(集合包装用商品コード) N1 N2 N3 N4 N5 N6 N7 N8 N9 N10 N11 N12 N13 N14 
GTIN-13(EAN・JAN-13) 0 N1 N2 N3 N4 N5 N6 N7 N8 N9 N10 N11 N12 N13 
GTIN-13(UPC-12) 0 0 N1 N2 N3 N4 N5 N6 N7 N8 N9 N10 N11 N12 
GTIN-8(EAN・JAN/UCC-8) 0 0 0 0 0 0 N1 N2 N3 N4 N5 N6 N7 N8 
 
図 13 GTIN の構造 
 







は GS1-128 の採用が急速に進んでいる。 
 日本においても、2006 年に厚生労働省が医薬品の製品特定のために GTIN によるコード体系、GS1-128
によるバーコードや GS1 Data Bar、つまり GS1 標準を用いることとの通知が出され、一気に導入が進ん
でいる31。 




現時点では小売 POS への GTIN-14 の利用を認めず、かつ、この議論は尐なくとも今後 5 年間凍結す
と結論された。その主たる理由は、データベースやバックエンドのシステムにおいて、商品コードの桁
数を増やす費用の大きさから、それに対するメリットが投資を正当化できるほど明確ではないとされて
                                                               
28 Electronic Commerce Council of Canada 
29 日本では 2010 年 3 月末までに ITF-16 をすべて ITF-14 に切り替えるよう指導がなされている。 
30 ロット番号=10、製造年月日=11、品質保持期限日=15 などがある 
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注
1 Woodland は、2012 年 12 月、91 歳で亡くなっている。
2 実際に店舗で運用され始めたのは 1972 年であり、最初の実験から 5 年も後のことである。
3 Grocery Manufacturers of America
4 National Association of Food Chains
5 Cooperative Food Distributors of America
6 National American Wholesale Grocers’ Association
7 National Association of Retail Grocers
8 Supermarket Institute
9 Supply Chain Management
10 Collaborative Planning, Forecasting and Replenishment
11 Efficient Consumer Response
12 Quick Response
13 Price Waterhouse Coopers, "17 Billion Reasons to Say Thanks: The 25th Anniversary of the U.P.C. and Its 
Impact on the Grocery Industry." 1999
14 2005 年に完了するはずであったが、2012 年時点においても、まだ UPC を要求されるとの報告がある。流通と
システム No.149/2012、33 ページ
15 Generic Top Level Domin
16 Country Code Top Level Domin
17 フランス、ドイツ、イギリス、ベルギー、ルクセンブルグ、デンマーク、 フィンランド、ノルウエー、スウェーデン、
スイス、イタリア、オランダ、 オーストリアの 12 ケ国（国コード順）
18 流通とシステム　No.113/2002、「国際 EAN 協会設立 25 年の歩み」の中の国際 EAN 協会の統計
19 後に、JIS X 0501 と改名される。
20 The Internet Corporation for Assigned Names and Numbers
西　岡　茂　樹56
21 Regional Internet Registry
22 National Internet Registry
23 Local Internet Registry
24 1985 年の電気通信事業法の改正、いわゆる通信の自由化により、規制緩和が行われ、多くの VAN（Value 
Added Network）会社が誕生し、それ以降、流通情報ネットワークが大きく進展することとなる。
25 流通とシステム No.153/2013、14 ページ　元イオン専務執行役、西谷氏の回顧録より。
26 流通とシステム No.92/1997、29 ページ　「POS システム普及の足跡」より
27 流通とシステム　No.146/2011、10 ページ、「商品コード (JAN コード ) の現状と課題」より
28 Electronic Commerce Council of Canada
29 日本では 2010 年 3 月末までに ITF-16 をすべて ITF-14 に切り替えるよう指導がなされている。
30 ロット番号 =10、製造年月日 =11、品質保持期限日 =15 などがある
31 流通とシステム　No.133/2007、7 ページ、「GS1 のヘルスケア標準化の動きと日本」より
32 流通とシステム　No.153/2013、49 ページ、「GS1 技術標準化の動き」より
